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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第103期
第３四半期
連結累計期間

第104期
第３四半期
連結累計期間

第103期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 158,059 145,799 226,042

経常利益 (百万円) 9,384 6,781 15,121

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 6,284 4,530 10,118

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 6,676 4,896 11,325

純資産額 (百万円) 104,956 112,900 109,601

総資産額 (百万円) 182,333 181,764 190,390

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 79.02 56.97 127.23

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.5 62.1 57.6
 

 

回次
第103期
第３四半期
連結会計期間

第104期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 38.03 25.56
 

　
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２  売上高には、消費税等は含まれていない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい

ない。

　

２ 【事業の内容】

   当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

 な変更はない。

   また、設備工事業において、第１四半期連結会計期間より、新たに設立した㈱ユアテック関東サービスを連結の範

 囲に含めている。この結果、平成29年12月31日現在では、当社グループは、当社、親会社及び連結子会社15社により

 構成されることとなった。
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第２ 【事業の状況】

 

「第２  事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものである。

  （1）業績の状況

当第３四半期におけるわが国経済は、海外経済の緩やかな回復により輸出や生産が増加基調で推移し、雇用・所

得環境の着実な改善を背景に個人消費が持ち直しているなど、景気は緩やかな回復基調が続いた。

 建設業界においては、公共投資は底堅く推移し、民間設備投資は高水準の企業収益を背景に緩やかな増加基調に

あるものの、受注競争の激化や労務費・資材費の上昇傾向が続く状況となった。

 当社においても、これまで堅調だったメガソーラーなどの再生可能エネルギー関連工事や復興関連工事が収束に

向かうなど厳しい状況となった。

 このような状況のもと、当社は、今後の持続的な成長を目指し、環境の変化に柔軟に対応できる経営基盤の整備

やさらなる競争力の強化、安定的な工事量・利益の確保などの取り組みを一層加速させるため、中期基本目標とし

て「スピード感を持った行動による着実な収益確保」を掲げた。本目標の達成に向け、中期経営方針における３つ

の力点に基づく具体的施策に、企業グループの総力を結集して取り組んでおり、その結果、当社グループの当第３

四半期連結累計期間の業績は、受注工事高は151,749百万円（個別ベース）と前第３四半期連結累計期間に比べ894

百万円（0.6％）の増加となった。また、売上高は145,799百万円と前第３四半期連結累計期間に比べ12,259百万円

（△7.8％）の減収となった。

 損益については、営業利益は6,086百万円となり前第３四半期連結累計期間に比べ2,770百万円（△31.3％）の減

益、経常利益は6,781百万円となり前第３四半期連結累計期間に比べ2,603百万円（△27.7％）の減益、親会社株主

に帰属する四半期純利益は4,530百万円となり前第３四半期連結累計期間に比べ1,754百万円（△27.9％）の減益と

なった。

 セグメント別の業績は、次のとおりである。

 

（設備工事業）

 当社グループの中核をなす設備工事業の業績は、売上高は142,862百万円と前第３四半期連結累計期間に比べ

12,314百万円（△7.9％）の減収、営業利益は5,427百万円と前第３四半期連結累計期間に比べ2,612百万円（△

32.5％）の減益となった。

（その他）

 その他の事業においては、車両・事務用機器・工事用機械等のリース業、警備業並びにミネラルウォーターの製

造業等を中心に、売上高は2,937百万円と前第３四半期連結累計期間に比べ55百万円（1.9％）の増収、営業利益は

749百万円と前第３四半期連結累計期間に比べ129百万円（△14.7％）の減益となった。

 

  （2）経営方針・経営戦略等

      当第３四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更はない。
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 （3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及

び新たに生じた課題はない。

 

 （4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、83百万円であった。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

 （5）主要な設備

新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変動があった設備は、次

のとおりである。

 
会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
投資予定金額(百万円)

資金調達方法 備考
総額 既支払額

㈱ユアテック
北上営業所
（岩手県北上市）

設備工事業 建物他 550 268 自己資金
平成29年度着手
平成29年度完成予定

㈱ユアテック
大曲営業所
（秋田県大仙市）

設備工事業 建物他 390 1 自己資金
平成30年度着手
平成30年度完成予定

㈱ユアテック
石巻営業所
（宮城県石巻市）

設備工事業 建物他 598 ― 自己資金
平成30年度着手
平成30年度完成予定

㈱ユアテック
白河営業所
（福島県白河市）

設備工事業 建物他 500 ― 自己資金
平成30年度着手
平成30年度完成予定

㈱ユアテック
糸魚川営業所
（新潟県糸魚川市）

設備工事業 建物他 335 ― 自己資金
平成30年度着手
平成30年度完成予定

 

 

 （6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

建設業界においては、公共投資は関連予算の執行により堅調に推移していくことが見込まれ、民間設備投資は企

業収益の改善や成長分野への対応等を背景に増加していくことが期待される。その一方、メガソーラーなどの再生

可能エネルギー関連工事や復興関連工事は今後徐々に減少していくものと予測され、また、平成32年度には、法律

の定めにより、東北電力㈱において送配電部門の分社化が行われる。

 さらに長期的には、人口減少に伴い地方の建設市場は縮小傾向をたどる一方で、首都圏など都市部への投資が集

中し、また東南アジアなどの経済発展が続くものと考えられる。

 このような状況を踏まえ、当社は、中期経営方針（平成26～30年度）を見直し、平成29～32年度を対象期間とす

る新たな中期経営方針を策定した。本方針では、2020ビジョンにおける成長戦略は踏襲しながらも、今後の課題・

リスク等を踏まえた取り組みを加速させるため、主要施策として３つの力点を設定し、これらに基づく具体的施策

に取り組んでいく。

 変化が大きい時代こそ迅速な意思決定と行動により、変化を先取りしていくことが重要であることから、中期基

本目標は「スピード感を持った行動による着実な収益確保」とし、平成32年度定量目標として引き続き「売上高

2,000億円・営業利益80億円」を掲げ、本指針のもと、企業グループ一丸となって積極果敢に挑戦し、目標達成を

目指していく。
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《中期経営方針に基づく主要施策（力点）》

   力点①：「安全」・「品質」・「信頼」のユアテックブランドに磨きをかけていきます

           ◎：「安全・品質・信頼は不変の価値である」との信念をもって、より良い施工を提供し、お客さま

               とともに成長する企業を目指します

   力点②：地域需要を掘り起こす営業活動を強化するとともに、成長市場への展開を加速します

           ◎：東北・新潟のお客さまとの顔の見える関係を維持・強化し、新築受注とリニューアル工事の獲得

               を目指します

           ◎：電気事業の変化を見据えた業務運営体制の構築を目指します

           ◎：成長市場への取り組み強化により利益ある成長を目指します

   力点③：時間管理の意識を高め、働きやすく人を活かす企業を目指します

           ◎：ユアテックブランドの規律の下、スピードある意思決定と行動で変化に前向きに対応します

           ◎：ライフステージに応じて「安心して」・「長く」働ける「仕事と家庭の両立支援制度」の整備を

               進めます

　

 （7）財政状態の分析

当社グループの当第３四半期連結会計期間末の総資産は、完成工事未収入金等の売掛債権の減少などにより、前

連結会計年度末に比べ8,625百万円減少し181,764百万円となった。

 負債合計は、工事未払金等の支払債務の減少などにより、前連結会計年度末に比べ11,924百万円減少し68,863百

万円となった。

 純資産は、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ3,298百万円増加し112,900百万円となった。

 

 （8）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、「ユアテックはお客さまの心ゆたかな価値の創造に協力し、社会の発展に貢献します。」を企

業理念に掲げ、電力安定供給への貢献という社会的使命を果たしつつ、総合設備エンジニアリング企業としてお客

さまに満足していただける商品を提供し、社会生活・文化の向上に寄与することにより「企業価値の向上」を実現

していく方針である。

 なお、中期経営計画における主要施策（力点）は、「第２ 事業の状況 ３ 財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析 （6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し」に記載して

いるとおりである。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 81,224,462 81,224,462
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数 100株

計 81,224,462 81,224,462 ― ―
 

　(注) 平成29年７月26日開催の取締役会決議により、平成29年10月１日付をもって、単元株式数を1,000株から100株

      に変更しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年10月１日～
平成29年12月31日

― 81,224 ― 7,803 ― 7,812
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   1,710,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  78,759,000 78,759 ―

単元未満株式 普通株式     755,462 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数           81,224,462 ― ―

総株主の議決権 ― 78,759 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式である。

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式175株及び証券保管振替機構名義の株式630株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱ユアテック

仙台市宮城野区榴岡
四丁目１番１号

1,710,000 ― 1,710,000 2.10

計 ― 1,710,000 ― 1,710,000 2.10
 

(注) 当社所有の単元未満株式175株は、上記所有株式数に含めていない。

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 31,072 36,466

  受取手形・完成工事未収入金等 65,500 ※1  51,635

  電子記録債権 8,334 5,958

  有価証券 3,999 2,000

  未成工事支出金 2,488 8,449

  その他 16,765 13,538

  貸倒引当金 △109 △90

  流動資産合計 128,051 117,958

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 19,114 18,514

   土地 16,663 16,690

   その他（純額） 9,005 10,202

   有形固定資産合計 44,783 45,406

  無形固定資産 1,411 1,334

  投資その他の資産   

   その他 16,404 17,273

   貸倒引当金 △260 △208

   投資その他の資産合計 16,143 17,065

  固定資産合計 62,338 63,806

 資産合計 190,390 181,764
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 32,179 ※1  21,720

  電子記録債務 8,925 10,924

  短期借入金 2,640 2,760

  工事損失引当金 51 90

  役員賞与引当金 78 －

  災害損失引当金 66 －

  その他 14,425 10,169

  流動負債合計 58,366 45,665

 固定負債   

  長期借入金 6,228 6,728

  役員退職慰労引当金 137 108

  退職給付に係る負債 14,137 14,445

  その他 1,918 1,916

  固定負債合計 22,421 23,198

 負債合計 80,788 68,863

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,803 7,803

  資本剰余金 7,819 7,819

  利益剰余金 96,763 99,734

  自己株式 △760 △767

  株主資本合計 111,626 114,590

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 261 376

  土地再評価差額金 △1,967 △1,998

  為替換算調整勘定 13 14

  退職給付に係る調整累計額 △359 △113

  その他の包括利益累計額合計 △2,052 △1,720

 非支配株主持分 27 30

 純資産合計 109,601 112,900

負債純資産合計 190,390 181,764
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

  【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 158,059 145,799

売上原価 136,667 126,466

売上総利益 21,391 19,333

販売費及び一般管理費 12,534 13,246

営業利益 8,857 6,086

営業外収益   

 受取利息 167 188

 受取賃貸料 133 187

 その他 269 370

 営業外収益合計 570 745

営業外費用   

 遊休資産諸費用 30 29

 その他 12 21

 営業外費用合計 42 51

経常利益 9,384 6,781

特別利益   

 固定資産売却益 12 19

 投資有価証券売却益 － 63

 受取損害賠償金 43 －

 特別利益合計 55 82

特別損失   

 減損損失 12 14

 固定資産除却損 56 9

 固定資産撤去費 60 11

 その他 20 3

 特別損失合計 150 37

税金等調整前四半期純利益 9,290 6,826

法人税、住民税及び事業税 3,012 2,338

法人税等調整額 △11 △46

法人税等合計 3,001 2,292

四半期純利益 6,288 4,534

非支配株主に帰属する四半期純利益 4 3

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,284 4,530
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 6,288 4,534

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 122 115

 為替換算調整勘定 0 0

 退職給付に係る調整額 265 245

 その他の包括利益合計 388 362

四半期包括利益 6,676 4,896

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 6,672 4,892

 非支配株主に係る四半期包括利益 4 3
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

（連結の範囲の変更）

 第１四半期連結会計期間より、新たに設立した㈱ユアテック関東サービスを連結の範囲に含めている。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

税金費用の計算

 
 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。ただし、当該見積実効税率を用い

て税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっている。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 ―百万円 133百万円

支払手形
（営業外支払手形を含む）

― 371
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

   なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 2,635百万円 2,886百万円
 

 

EDINET提出書類

株式会社ユアテック(E00137)

四半期報告書

13/18



 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 715 9.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

平成28年10月26日
取締役会

普通株式 795 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金
 

 (注) 平成28年６月24日定時株主総会決議による１株当たり配当額９円は、特別配当３円を含んでいる。

 
２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

  該当事項なし

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 795 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

平成29年10月25日
取締役会

普通株式 795 10.00 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金
 

 
２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

  該当事項なし
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)設備工事業

売上高      

 外部顧客への売上高 155,176 2,882 158,059 ― 158,059

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

34 8,590 8,625 △8,625 ―

計 155,211 11,472 166,684 △8,625 158,059

セグメント利益 8,039 878 8,918 △61 8,857
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース業、警備業、不動産

業、製造業、廃棄物処理業及び電気事業を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)設備工事業

売上高      

 外部顧客への売上高 142,862 2,937 145,799 ― 145,799

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

51 8,844 8,895 △8,895 ―

計 142,914 11,781 154,695 △8,895 145,799

セグメント利益 5,427 749 6,176 △89 6,086
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース業、警備業、不動産

業、製造業、廃棄物処理業及び電気事業を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
 至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額（円） 79.02 56.97

 （算定上の基礎）   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 6,284 4,530

 普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

 普通株式に係る
親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円）

6,284 4,530

 普通株式の期中平均株式数（千株） 79,530 79,517
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

(重要な後発事象)

該当事項なし

 

２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1)  決議年月日 平成29年10月25日

(2)  中間配当金総額 795百万円

(3)  １株当たりの額 10.00円

(4)  支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月１日
 

     (注) 平成29年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払

    いを行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月８日

 株 式 会 社 ユ ア テ ッ ク

取 締 役 会  御 中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小 川  高 広   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   有 倉  大 輔   印

 

 
 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユア

テックの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日か

ら平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユアテック及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以   上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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